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   Ⅰ．はじめに 




































































長率を持続し、1 人当り国民総所得は 4,000 ﾄﾞﾙから 12,000 ﾄﾞﾙ近くにまで増大した(5)。しかし、98
年には一転して－6.7％の成長となり、1 人当り所得は 7,600 ﾄﾞﾙにまで急落した。翌 99 年には V 字
型の回復を遂げて 10.9％の著しい成長率で成長し、1人当り所得も急速な回復を示して 2000年には 1
万ﾄﾞﾙを上回るようになった。 
  経済危機前後の経緯についてここで詳論する余裕はないが、周知のように 1990 年代に入ってアジ
ア諸国で金融市場の自由化を進めていたところで、従前から内包されていた金融制度の構造的問題点
 






















が、表 1 では韓国経済の成長要因として GDP と労働投入、資本投入、残差について前年比の成長率


































（National Innovation System）の発展が唱えられている。 








KDI 研究チームは、従来の韓国政府の技術支援政策を上のような NIS に対する理解とこれに根拠
した戦略的構図を欠如したまま、個別主体のイノベーション活動に対して｢投入要素｣を主とする支援
 表１．韓国経済の成長要因（3年間平均）   
     
  ＧＤＰ 労働投入 資本投入 残差  
1988～90年  8.51 1.77 7.88 -1.15  
1991～93年  6.72 1.33 2.55 2.83  
1994～96年  7.97 1.31 3.87 2.79  
1997～99年  3.07 -0.41 -2.59 6.08  
2000～2002年 6.26 1.29 1.96 3.01  
資料：『韓国主要経済指標』2000．3および『韓国統計年鑑』2003年 















































年 2 月末に「科学技術部」に改称され政府内の序列が格上げされ、また 1997 年に時限立法として制
 



































開発事業」に投入する研究費規模は 82年当時 133億ウォンであったのが 2001年には 5,175億ウォン
に上るようになった。個々の事業では他省庁または民間が投資している事業もあり、全体では 8,220
億ウォンの規模になる(19)。 
 ところで、経済危機に直面した 1998 年には民間企業は研究開発投資を行う余裕を失い、特に大企
業は研究開発活動を投資額で 13.6％、研究開発人員で 6.0％と中小企業以上に縮小してしまった(20)。
 


















































要な最小参与企業数を 10社から 7社に下向修正したために急増して、2000年までの累計で 8,867社
の中小企業と 146の大学・研究機関が 8,081の研究課題を設けて共同研究を行い、特許出願 1,257件、























総売上額の 50％以上か、輸出額が総売上額の 25％以上を占める企業。 
 ④技術評価企業：技術評価を行う機関から技術性または事業化能力が優秀であると評価された企業。  
このような企業に対しては、韓国政府がさまざまな支援を行ったが、支援策は大きく分けて①資金
供給と②技術開発及び人材供給、③立地供給の側面から行われた。①資金供給については、ベンチャ
ーキャピタルとしての創業投資会社に対して投資財源拡充のために 1998年 IBRD借款資金 4,000億
ｳｫﾝ中の 1,356億ｳｫﾝをそれらの支援に投じ、また非上場株式への投資が制限されていた年金基金など
 

























































































(7)  ｢借用技術｣とは速水佑次郎氏が用いた概念である〔速水佑次郎（2000）〕が、服部民夫氏も韓国 
のこのような発展パターンを｢技術・技能節約的発展｣と呼んでいる〔松本厚治・服部民夫編著
（2001）〕。 
(8)  1995 年に世界貿易機構（WTO）が発足した際に、付属書の一つとして知的財産権の貿易関連
の側面に関する協定（TRIPS）が導入されたことはその現れである。 
(9)  金承塡他（2000）。 
(10) 同上書、33～44頁。 
(11) ネオ・シュムペーター派及び NISについての日本語の文献としては、愛知大学東アジア研究会
編（2002）が挙げられる。また、英語圏での NISについては体系的な文献としては、Edquist, Charles 














(18)  韓国科学技術部（2001）、93頁。 
(19)  同上書、100頁。 
(20)  尹 明憲（2003）、9頁。 
(21) ﾎｧﾝ･ﾖﾝｽ、ｷﾑ･ｿﾝｽ（2001）、26頁。 
(22) 2002年に調査･分析対象となったのは、研究事業数 211件、研究課題数 22,921件で、投資額 
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